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高年齢者就労総合支援事業の概要
平成29年度予算額 1,012,512（812,638）千円

○主なハローワークに55歳以上の高年齢求職者の支援に取り組む「生涯現役支援窓口」を設置し、職業生活の再設計に係る支
援やチーム支援を総合的に実施しつつ、特に65歳以上の者の再就職支援を重点的に取り組む。
○「ニッポン一億総活躍プラン」において、平成28年度から32年度までが高齢者の就労促進の集中期間と位置づけられたこと
から、全国のハローワーク200箇所程度に「生涯現役支援窓口」の設置を目指し、平成29年度は、30箇所を増設（80→110箇所）
するとともに、求人者支援員等を増員し、高年齢者の再就職支援を充実・強化する。

＜支援対象者＞
55歳以上高年齢求職者（※65歳以上高年齢求職者の支援強化）
＜主な支援内容＞
高齢期の生活を踏まえた職業生活の再設計や年金受給者である求職者の職業生活に係る相談・援助
本人の状況に応じたチームによる手厚い支援
高年齢求職者向け求人情報の開拓・提供（65歳以上の求職者の方が活躍できる求人確保の強化）
シルバー人材センターとの連携した軽易な就業等に関する情報の提供

ハローワーク

＜支援体制＞

生涯現役支援窓口

【求人者支援員 110人(30人)】
＜主な支援業務＞
65歳以降でも活躍できる求人の開拓
シルバー人材センターでの軽易な就業等に関する
情報収集 等

【就職支援ナビゲーター
廃止(▲125人)】

【就労・生活支援アドバイザー52人(52人)】
＜主な支援業務＞
個々のニーズを等を踏まえた「生涯設計就労プラ
ン」策定
キャリア・コンサルティング、生活設計に係るガ
イダンス、就労後のフォローアップの実施 等

【職業相談員 110人(0人)】
＜主な支援業務＞
●「生涯設計就労プラン」に基づく職業相談・職業紹
介等の実施 等



シルバー人材センター事業 （概要）

臨時的・短期的または軽易な就業（＊）を希望する高年齢者に、シルバー人材センターが就業機会を提供

シルバー人材センター
企業、家庭、官公庁

臨時的・短期的または軽易な就業
を希望する概ね60歳以上の高年齢者
（シルバー人材センター会員）
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➊ 仕事の発注

➌ 仕事の遂行

➍ 料金支払い

➎ 配分金・
賃金支払い

➋ 仕事の依頼

○ シルバー人材センターが扱う仕事

清掃、除草、自転車置き場管理、公園管理、宛名書き、植木剪定、障子・ふすま張り、福祉・家事援助サービス、
観光案内、介護施設・育児施設・スーパーマーケット・ホテル・レストラン・製造業企業等への派遣 など

○ 平成28年実績

団体数1,291団体、会員数72万人（男性48万人・女性24万人）、契約件数350万件、契約金額3,137億円
就業延人員数7,054万人日、就業実人員数64万人、月平均就業日数9.2日、月平均収入3.5万円、平均年齢72.4歳

● 請負（センターが受注した仕事を会員
に請負わせて仕事を行う方法）、

● 派遣（センターが会員を発注者の事業

所等に派遣して仕事を行う方法）、

● 職業紹介（センターが紹介した会員を

発注者が雇用して仕事を行う方法）

により実施
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＊ おおむね月10日程度以内、または、1週間当たりの就業時間が20時間を超えない就業

（高齢者の就業機会の確保に寄与することが見込まれ、民業圧迫や他の労働者の就業機会に著しい影響を与えるおそれがない場合であって、都
道府県知事が指定した場合に、派遣、職業紹介の就業時間の上限を週40時間とする特例措置あり。平成28年4月より施行）



障害者雇用促進法の概要

【目的】 障害者の雇用義務等に基づく雇用の促進等のための措置、職業リハビリテーションの措置等を通じて、障害

者の職業の安定を図ること。
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①事業主に対し、障害者雇用率に相当する人数の身体障害者・知的障害者の雇用を義務づける
民間企業 ………………………………………………2.0％（～平成25年3月 1.8％）
国、地方公共団体、特殊法人等 ……………………2.3％（ 〃 2.1％）
都道府県等の教育委員会 ……………………………2.2％（ 〃 2.0％）

※１ 大企業等において、障害者を多数雇用する等一定の要件を満たす会社（特例子会社）を設立した場合等、雇用率算定の特例も認めている。
※２ 精神障害者（手帳所持者）については、雇用義務の対象ではないが、各企業の雇用率（実雇用率）に算定することができる。
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事業主に対する措置

②障害者の雇用に伴う事業主の経済的負担の調整を図る
○ 障害者雇用納付金（雇用率未達成事業主） 不足１人 月額５万円徴収 （適用対象：常用労働者100人超）
○ 障害者雇用調整金（雇用率達成事業主） 超過１人 月額２万７千円支給（適用対象：常用労働者100人超）

※ この他、100人以下の事業主については報奨金制度あり。
（障害者を４％又は６人のいずれか多い人数を超えて雇用する場合、超過１人月額２万１千円支給）

・ 上記のほか、在宅就業障害者に仕事を発注する事業主に対する特例調整金・特例報奨金の制度がある。（在宅就業障害者支援制度）

③障害者を雇い入れるための施設の設置、介助者の配置等に助成金を支給

・障害者作業施設設置等助成金
・障害者介助等助成金 等
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障害者本人に対する措置

④地域の就労支援関係機関において障害者の職業生活における自立を支援＜福祉施策との有機的な連携を図りつつ推進＞
○ ハローワーク（全国544か所）

障害者の態様に応じた職業紹介、職業指導、求人開拓等
○ 地域障害者職業センター（全国52か所）

専門的な職業リハビリテーションサービスの実施（職業評価、準備訓練、ジョブコーチ等）
○ 障害者就業・生活支援センター（全国330か所）

就業・生活両面にわたる相談・支援

各
種



障害者雇用率制度の概要

身体障害者及び知的障害者について、一般労働者と同じ水準において常用労働者となり得る

機会を与えることとし、常用労働者の数に対する割合（障害者雇用率）を設定し、事業主等に

障害者雇用率達成義務を課すことにより、それを保障するものである。

○ 一般民間企業における雇用率設定基準

身体障害者及び知的障害者である常用労働者の数
＋ 失業している身体障害者及び知的障害者の数

障害者雇用率 ＝

常用労働者数 - 除外率相当労働者数 + 失業者数

※ 短時間労働者は、１人を０．５人としてカウント。
※ 重度身体障害者、重度知的障害者は１人を２人としてカウント。短時間重度身体障害者、重度知的障害者は１人としてカウント。
※ 精神障害者については、雇用義務の対象ではないが、各企業の実雇用率の算定時には障害者数 に算入することができる。

○ 特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率

一般の民間企業の障害者雇用率を下回らない率をもって定めることとされている。

（参考） 現行の障害者雇用率 （平成25年4月1日から施行）

＜国及び地方公共団体＞
国、地方公共団体 ＝ ２．３％
都道府県等の教育委員会 ＝ ２．２％

＜民間企業＞
一般の民間企業 ＝ ２．０％
特殊法人等 ＝ ２．３％



法定雇用率の算定基礎の見直しについて

○ 従前は、身体障害者・知的障害者を算定基礎として法定雇用率を計算していた。

○ 今般、法定雇用率の算定基礎の対象に、新たに精神障害者を追加 【施行期日 平成30年4月1日】。
⇒ 身体障害者・知的障害者・精神障害者を算定基礎として法定雇用率を計算。

○ なお、施行後５年間（平成30年4月1日～平成35年3月31日まで）は経過措置として、労働者（失業者を
含む。）の総数に対する身体障害者・知的障害者・精神障害者である労働者（失業者を含む。）の総数
の割合に基づき、障害者の雇用の状況その他の事情を勘案して法定雇用率を定めることとされている。

【法定雇用率の算定式】

身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常用労働者の数

＋ 失業している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数

常用労働者数 － 除外率相当労働者数 ＋ 失業者数
法定雇用率 ＝

追加
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障害者雇用の状況

○ 民間企業の雇用状況（法定雇用率2.0％） 実雇用率 1.92％ 法定雇用率達成企業割合 48.8％
○ 雇用者数は13年連続で過去最高 を更新。障害者雇用は着実に進展。

（平成28年6月1日現在）
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ハローワークにおける障害者の職業紹介状況

○ 平成28年度の就職件数・新規求職者数は、前年度から更に増加。

○ 就職件数は93,229件と８年連続で増加。

就職件数の前年度比（％）
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企業

○ジョブコーチ

○相談支援事業所

○福祉事務所

○発達障害者支援センター

○難病相談・支援センター

○医療機関 (※2) 等

・専門援助部門が担当
・就職支援コーディネーターを配置
し、関係機関と調整

主査：ハローワーク職員

その他の就労支援者

就職を希望している
福祉施設利用者等
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就職に向けた取り組み 就職

職場定着

職業生活の
安定

就労支援・生活支援 職場定着支援・就業生活支援

障害者就労に向けたハローワークを中心とした「チーム支援」

○地域障害者職業センター

○障害者就業・生活支援センター (※1)

○就労移行支援事業所

○職業能力開発校

○特別支援学校 等

副主査：福祉施設等職員

障害者就労支援チーム

（※1）可能な限り、障害者就業・生活支援センターがチームに参加し、生活面の支援を継続的に実施。
（※2）支援対象者が医療機関を利用している場合は、医療機関に対してチームへの参加を積極的に依頼。

○ 福祉施設等の利用者をはじめ、就職を希望する障害者一人ひとりに対して、

ハローワーク職員（主査）と福祉施設等の職員、その他の就労支援者がチームを

結成し、就職から職場定着まで一貫した支援を実施（平成18年度から実施）

【28年度実績】
支援対象者数 40,168人

就職者数 19,227人



・障害者就業・生活支援センター
・就労移行支援事業所
・医療機関 等

地域障害者
職業センター

精神障害者
（新規求職者約81,000人)

精神障害者雇用トータルサポーターについて

○緊張感や不安感が非常に強い者
○生活面での課題がある者
○離転職を繰り返す者
○障害受容や認知が十分でない者
○障害の開示を検討中の者
○安定所以外の支援機関の援助が

得られない者

ハローワークにおいて、求職者本人に対するカウンセリングや就職に向けた準備プログラムを実施するととも
に、事業主に対して、精神障害者等の雇用に係る課題解決のための相談援助等の業務を実施

概 要

・職業評価
・準備支援
・ジョブコーチ

支援依頼 連 携

ハローワーク
専門援助部門

専門機関

業務内容

精神障害者雇用
トータルサポーター

精神障害者に対する支援
・ カウンセリング
・ 就職準備プログラムの実施
・ 職場実習のコーディネート
・ 専門機関への誘導
・ フォローアップ

アウトリーチによる
企業への働きかけ
・課題解決のための相談援助

・個別定着支援

・医療機関と企業の橋渡し業務

・先進事例の収集

・精神保健福祉士
・臨床心理士 等



◆ 「わかものハローワーク」、「わかもの支援コーナー」等の設置

フリーターの正社員就職の支援拠点として『わかものハローワーク』（全国2８カ所） 、『わかもの支援コー
ナー』等を設置（全国21６カ所）。

【実績】ハローワークにおけるフリーター等の正規雇用就職者数：約30.8万人（平成28年度）

【主な支援メニュー】

○ 初回利用時のプレ相談の実施、担当者制によるマンツーマンでの個別支援

○ 正社員就職に向けた就職プランの作成、職業相談・職業紹介

○ 正社員就職に向けたセミナー、グループワーク等の各種支援メニュー

○ 就職後の定着支援の実施 等

◆ 全都道府県にワンストップで新卒者を支援する「新卒応援ハローワーク」を設置（全国57か所）
◆ 学校等との連携の下、「ジョブサポーター」（※）によるきめ細かな支援
【実績】就職決定者数：約19.2万人（平成28年度）

※『新卒者の就職支援』を専門とする職業相談員。企業の人事労務管理経験者などを採用。

若年者雇用対策について

しんそ新卒者等への就職支援

しんそフリーター等への就職支援

【主な支援メニュー】

○ 担当者を決めての個別支援（定期的な求人情報の提供、就職活動の進め方の

相談、エントリーシートや履歴書などの作成相談、面接指導など）

○ 職業適性検査や求職活動に役立つ各種ガイダンス・セミナーなどの実施

○ 在職者向け相談窓口、就職後の職場定着のための支援

個別支援による相談

セミナーの様子



高年齢者、障害者、母子家庭の母などの就職が特に困難な者を、ハローワークや民間の職業紹介事業者など
の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い入れる事業主に対して助成する制度。

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）
厚生労働省

対象労働者に支払われた賃金の一部に相当する額として、下記の金額を支給対象期（６ヶ月）毎に支給する。

※ 「短時間労働者」とは一週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の労働者、「短時間労働者以外」とは30時間以上の労働者をいう
※ 支給対象期は、雇入れ日直後の賃金締切日の翌日を起点に６ヶ月ごとに設定
※ （ ）内は中小企業以外の事業主に対する支給額・助成対象期間

対象労働者をハローワーク等の紹介により、雇用保険の一般被保険者として雇い入れ、継続して雇用するこ
とが確実であると認められる雇用保険適用事業所。
※ 対象労働者の雇入れの日の前日から起算して６ヶ月前の日から１年間を経過する日までの間に、当該雇入れに係る事業所で雇用する雇
用保険被保険者を事業主都合によって解雇（勧奨退職等を含む）している場合など、一定の要件に該当しないことが必要。

高年齢者（60歳以上の者）、母子家庭の母等、父子家庭の父（児童扶養手当を受けている者）
身体障害者、知的障害者、精神障害者 等
※ 雇入れ日現在の満年齢が65歳未満の者に限る。

平成29年度予算額 662億円（729億円）

■ 概要

■ 支給額

■ 対象事業主

■ 対象労働者

対象労働者
短時間労働者以外 短時間労働者

支給総額 助成対象期間 支給対象期毎の支給額 支給総額 助成対象期間 支給対象期毎の支給額

高年齢者（60歳以上65歳未満）
母子家庭の母等

60万円
（50万円）

１年
（１年）

30万円 × ２期
（25万円 × ２期）

40万円
（30万円）

１年
（１年）

20万円 × ２期
（15万円 × ２期）

身体・知的障害者
120万円
（50万円）

２年
（１年）

30万円 × ４期
（25万円 × ２期）

80万円
（30万円）

２年
（１年）

20万円 × ４期
（15万円 × ２期）

重度障害者等
（重度障害者・精神障害者・45歳以上の障害者）

240万円
（100万円）

３年
（１年6ヶ月）

40万円 × ６期
（33万円 × ３期）
※第3期の支給額は34万円


